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Ⅰ はじめに 

  

三原市は平成２６年９月に，今後のまちづくりの道標となる「三原市長期総合計画基本構想」（平

成２７年度～３６年度）を策定し，基本構想で掲げた「三原元気戦略」や「５つの基本目標」を具体

的に推進するための「みはら元気創造プラン（三原市長期総合計画基本計画）」（平成２７年度～３１

年度）を平成２７年３月に策定しました。この計画に基づき，平成２７年６月に教育委員会として定

めた「三原市教育振興基本計画」において，今後の中期的な施策・事業の具体的な内容や数値目標等

を明らかにし，教育行政の充実を図っています。  

 その各主要事業について，三原市教育委員会では，地方教育行政の組織及び運営に関する法律（以

下「地教行法」という。）第２６条により，教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価

報告書を作成しました。 

 この報告書は，「三原市教育振興基本計画」に掲載する主要事業及び教育委員会事務局が当該年度

に重点として掲げた施策・事業への取組状況，成果，課題等について点検及び評価を行うに当って，

学識経験者の意見等を反映することにより，「三原市教育振興基本計画」の進行管理や今後の事務改

善等に反映させるものです。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【地方教育行政の組織及び運営に関する法律】（抜粋） 

 

（教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等） 

第 26 条 教育委員会は，毎年，その権限に属する事務の管理及び執行の状況について点検

及び評価を行い，その結果に関する報告書を作成し，これを議会に提出するとともに，公

表しなければならない。 

２ 教育委員会は，前項の点検及び評価を行うに当たっては，教育に関し学識経験を有す

る者の知見の活用を図るものとする。  
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Ⅱ 点検及び評価方法 

 １. 点検及び評価の対象 

  三原市教育委員会の活動状況のほか，「三原市教育振興基本計画」（平成２７年度～平成３１年度）

に掲載する主要事業並びに平成２９年度の教育委員会事務局の重点事業について，振興計画の施

策体系に沿って分類し，その事業の目的，取組等の状況及び成果と課題を整理した内容を点検及び

評価の対象としています。 

 

２. 点検及び評価の対象年度 

 平成２９年度 

 

３. 点検及び評価の方法 

（１）点検及び評価の方法 

点検及び評価を実施するに当たり，教育委員会会議の開催状況など，教育委員会の活動状況を明

らかにするとともに，各主要事業及び重点事業について，所管課により事業の取組内容，成果・課

題，今後の取組及び対象年度の事業指標を整理したものを，学識経験者が点検及び評価し，意見等

をいただきます。 

（２）学識経験者の知見の活用 

 平成２９年度の点検及び評価を行うに当たり，教育に関し学識経験を有する者として，次の委員

を選任し，その知見を活用します。  

 

 

委  員 氏  名 

学 識 経 験 者  山 田 恭 樹 

学 識 経 験 者  木 村 博 一 

学 識 経 験 者  花 谷 浩 幸 
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Ⅲ 教育委員会の活動報告 

 １. 教育委員会会議の開催状況 

  教育委員会会議は，地教行法及び三原市教育委員会会議規則（以下「会議規則」という。）に基

づき，教育長及び４人の委員（以下「教育委員」という。）が，市が処理する教育に関する事務で，

教育機関の設置・管理・廃止，財産の管理，教育機関の職員の人事等，教育行政に関する基本及び

重要な事案を審議する。 

（１）会議開催回数 

定例会  １２回（毎月１回） 

臨時会   ２回（３月・４月） 

（２）審議事項 

議決案件  ２９件 

報告案件  ３３件 

その他    １件 

（３）傍聴状況 

傍聴人数   ０人 

 

【開催日程及び付議案件】 

開 催 日 付  議  し  た  案  件 

4 月 11 日(火) 

(臨時) 
三原市教育委員会教育長職務代理者の指名について 

4 月 21 日(金) 

(定例) 

【議案】 

第 18 号 三原市指定文化財の指定の解除について 

第 19 号 三原市教科用図書採択地区の採択事務に関する要綱の一部改正につ 

いて 

第 20 号 三原市就学指導委員会委員の委嘱について 

第 21 号 平成 29 年度三原市立小学校の学校評議員の委嘱について 

第 22 号 三原市芸術文化センター運営協議会委員の委嘱について 

第 23 号 三原市文化財保護審議会委員の委嘱について 

【報告事項】 

第 9号  三原市教育委員会職員（非常勤職員，臨時職員）の任用に係る臨時代 

理の承認について 

第 10 号  県費負担教職員の任免及び懲戒その他の進退に係る内申の承認につ 

いて 

5 月 17 日(水) 

(定例) 

【議案】 

第 24 号 平成 30 年度に義務教育諸学校で使用する教科用図書の三原市採択基 

本方針について 

第 25 号 平成 30 年度に義務教育諸学校で使用する教科用図書の選定に係る諮 

問について 

第 26 号 平成 30 年度に義務教育諸学校で使用する教科用図書の選定委員の委

嘱について 
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第 27 号 三原市アレルギー疾患対策委員会委員の委嘱又は任命について 

【報告事項】 

第 11 号 三原市学校給食共同調理場運営委員会委員の委嘱に係る承認につい 

     て 

第 12 号 三原市教育委員会職員（臨時職員）の任用に係る臨時代理の承認につ 

いて 

第 13 号  県費負担教職員の任免及び懲戒その他の進退に係る内申の承認につ 

いて 

6 月 21 日(水) 

（定例） 

【報告事項】 

第 14 号 三原市電子情報処理組織業務管理規程の一部改正に係る臨時代理の 

承認について 

第 15 号 平成 29 年第３回市議会定例会に提出の教育委員会関係予算及び議案 

に対する意見聴取に係る臨時代理の承認について 

第 16 号 三原市教育委員会職員（臨時職員）の任用に係る臨時代理の承認につ 

いて 

第 17 号  県費負担教職員の任免及び懲戒その他の進退に係る内申の承認につ 

いて 

7 月 19 日(水) 

(定例) 

【報告事項】 

第 18 号 三原市社会教育委員の委嘱に係る承認について 

第 19 号 三原市公民館運営審議会委員の委嘱に係る承認について 

第 20 号 三原市教育委員会職員（臨時職員）の任用に係る臨時代理の承認につ 

いて 

第 21 号  県費負担教職員の任免及び懲戒その他の進退に係る内申の承認につ 

いて 

8 月 23 日(水) 

(定例) 

【議案】 

第 28 号 平成 30 年度三原市立学校隣接校選択制度の実施について 

第 29 号 平成 30 年度に義務教育諸学校で使用する教科用図書（小学校「特別 

の教科 道徳」）の採択について 

第 30 号  平成 30 年度に義務教育諸学校で使用する教科用図書のうち特別支援 

学級において使用する教科用図書の採択について 

【報告事項】 

第 22 号 三原市教育委員会職員（臨時職員）の任用に係る臨時代理の承認につ 

いて 

第 23 号 県費負担教職員の任免及び懲戒その他の進退に係る内申の承認につ 

いて 

9 月 20 日(水) 

(定例) 

【議案】 

第 31 号 平成 29 年度三原市立小学校の学校評議員の委嘱について 

【報告事項】 

第 24 号 平成 29 年第４回市議会定例会に提出の教育委員会関係予算に対する 

意見聴取に係る臨時代理の承認について 
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第 25 号 三原市教育委員会職員（臨時職員）の任用に係る臨時代理の承認に 

ついて 

第 26 号 県費負担教職員の任免及び懲戒その他の進退に係る内申の承認につ 

いて 

10 月 18 日(水) 

(定例) 

【報告事項】 

第 27 号 三原市教育委員会職員（臨時職員）の任用に係る臨時代理の承認に 

ついて 

第 28 号 県費負担教職員の任免及び懲戒その他の進退に係る内申の承認につ 

いて 

11 月 22 日(水) 

(定例) 

【議案】 

第 32 号 平成 28 年度教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価 

に関する報告書について 

第 33 号 歴史民俗資料館専門委員の委嘱について 

【報告事項】 

第 29 号 三原市教育委員会職員（臨時職員）の任用に係る臨時代理の承認に 

ついて 

第 30 号 県費負担教職員の任免及び懲戒その他の進退に係る内申の承認につ 

いて 

12 月 21 日(木) 

(定例) 

【議案】 

第 34 号 三原市学校給食物資納入資格業者の登録に関する規程の制定につい 

     て 

第 35 号 農業委員会の選挙による委員の選挙運動のためにする個人演説会開 

催のために必要な設備の程度に関する規則及び農業委員会等に関す 

る法律施行令第６条において準用する公職選挙法施行令第 121 条の 

規定により納付すべき費用額に関する規則の廃止について 

【報告事項】 

第 31 号 平成 29 年第５回市議会定例会に提出の教育委員会関係議案に対する 

意見聴取に係る臨時代理の承認について 

第 32 号 三原市教育委員会職員（臨時職員）の任用に係る臨時代理の承認につ 

いて 

第 33 号 県費負担教職員の任免及び懲戒その他の進退に係る内申の承認につ 

いて 

1 月 19 日(金) 

(定例) 

【報告事項】 

第 1 号 三原市立図書館設置及び管理条例施行規則の一部改正に係る臨時代 

理の承認について 

第 2 号 三原市教育委員会職員（臨時職員）の任用に係る臨時代理の承認に 

ついて 

第 3 号 県費負担教職員の任免及び懲戒その他の進退に係る内申の承認につ 

いて 
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2 月 21 日(水) 

(定例) 

 

【議案】 

第 1 号 平成 30 年第１回市議会定例会に提出する教育委員会関係議案に対 

する意見聴取について 

【報告事項】 

第 4 号 三原市教育委員会職員（臨時職員）の任用に係る臨時代理の承認に 

ついて 

第 5 号 県費負担教職員の任免及び懲戒その他の進退に係る内申の承認につ 

いて 

3 月 15 日(木) 

(臨時) 

【報告事項】 

第 6 号 県費負担教職員の任免及び懲戒その他の進退に係る内申の承認につ 

いて 

3 月 23 日(金) 

(定例) 

【議案】 

第 2 号 平成 30 年度の奨学生の決定について 

第 3 号 三原市教育委員会事務局の人事について 

第 4 号 スポーツ推進委員の委嘱について 

第 5 号 学校薬剤師の委嘱について 

第 6 号 平成３０年度三原市立小中学校の学校評議員の委嘱について 

第 7 号 三原市芸術文化センター運営協議会委員の委嘱について 

第 8 号 三原市臨時職員取扱規程の一部改正について 

第 9 号 三原市学校給食共同調理場設置条例施行規則の一部改正について 

第 10 号 三原市立学校県費負担職員服務規則の一部改正について 

第 11 号 三原市奨学金貸付条例施行規則の一部改正について 

【報告事項】 

第 7 号 三原市教育委員会職員（臨時職員）の任用に係る臨時代理の承認につ 

いて 

第 8 号 県費負担教職員の任免及び懲戒その他の推進に係る内申の承認につ 

いて 

 

 

２．条例・規則・訓令の制定状況 

（１）条例  平成２９年度に制定された条例は５件 

条   例   名 公布年月日 施行年月日 

三原リージョンプラザ設置及び管理条例の一部を改正する条例 H29. 6.23 H29. 6.23 

三原市債権管理条例の制定に伴う関係条例の整備に関する条例 H29.12.22 H30. 4. 1  

三原市学校給食費の管理に関する条例 H29.12.22 H30. 4. 1 

三原市立図書館設置及び管理条例の一部を改正する条例 H29.12.22 H29.12.22 

三原市非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改

正する条例 
H30. 3.20 H30. 4. 1 
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（２）規則  平成２９年度に制定された規則は６件 

規   則   名 公布年月日 施行年月日 

農業委員会の選挙による委員の選挙運動のためにする個人演説会開

催のために必要な設備の程度に関する規則を廃止する規則 

H29.12.21 H30．1. 1 

農業委員会等に関する法律施行令第６条において準用する公職選挙

法施行令第 121 条の規定により納付すべき費用額に関する規則を廃

止する規則 

H29.12.21 H30．1. 1 

三原市立図書館設置及び管理条例施行規則の一部を改正する規則 H29.12.22 H29.12.22 

三原市立学校県費負担職員服務規則の一部を改正する規則 H30. 3.23 H30．4. 1 

三原市奨学金貸付条例施行規則の一部を改正する規則 H30. 3.23 H30. 4. 1 

三原市学校給食共同調理場設置条例施行規則の一部を改正する規則 H30. 3.30 H30．4. 1 

 

（３）訓令等  平成２９年度に制定された訓令等は３件 

訓   令   名 公布年月日 施行年月日 

三原市電子情報処理組織業務管理規程の一部を改正する訓令 H29. 4. 1 H29. 4. 1 

三原市学校給食物資納入資格業者の登録に関する規程 H29.12.21 H30. 1. 1 

臨時職員取扱規程の一部を改正する訓令 H30.3.23 H30. 4. 1 

 

 

３．外部の会議・研修会等への参加の状況 

教育長及び教育委員は，全国または県規模の教育委員会で構成する団体の会議や研修会に出

席し，他市町教育委員との情報交換や研鑽に努めている。 

 

 【平成２９年度 会議・研修会等の参加状況】 

開催日 場 所 研 修 会 等 名 出 席 者 

4 月 12 日 広島市 第１回広島県市町教育長会議 教育長 

4 月 24 日 福山市 広島県都市教育長会春の総会 教育長 

5 月 18 日 

～19 日 

奈良県 第 69 回全国都市教育長協議会定期総会・研究大会 教育長 

5 月 30 日 広島市 広島県市町教育委員会連合会定期総会 教育長 

7 月 20 日 東広島市 第 11 回中国地区市町村教育委員会連合会研修大会 教育長 

教育委員３人 

10 月 6 日 三次市 広島県都市教育長会秋の総会 教育長 

10 月 19 日 

～20 日 

松江市 中国地区都市教育長会定期総会・研究協議会 教育長 

10 月 24 日 広島市 平成 29 年度広島県市町教育委員会教育委員研修会

（教育委員会連合会） 

教育委員３人 

 1 月 23 日 広島市 第２回広島県市町教育長会議 教育長 
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４． 学校行事等への参加の状況 

（１）学校訪問  

    教育委員は，市立小・中学校及び幼稚園のうち，今年度の新任や転任となった校長・園長の

学校・園を中心に，学校訪問を実施している。 

    学校訪問では，校（園）長から学校の概要や課題，教育方針について説明を受け，実際に授

業参観や施設の状況確認により，教育活動に関して助言等を行っている。平成２９年度は，

２小学校，３中学校を訪問した。 

【訪問した学校】 

訪問日 訪問した学校名 

5 月 22 日 第五中学校・大和中学校・本郷中学校 

5 月 26 日 深小学校・中之町小学校 

 

（２）教育研究会の視察 

    本市の重点事業である「三原市教育創造プラン事業」の一環で，市立小・中学校及び幼稚園

で，研究授業を公開する教育研究会に教育委員が訪問し，研究授業の成果や授業を視察した。 

【教育研究会】  

小 学 校 中 学 校 

公 開 日 学 校 名 公 開 日 学 校 名 

10 月 6 日 三原小学校 10 月 3 日 第一中学校 

10 月 19 日 糸崎小学校 11 月 17 日 第二中学校 

 9 月 28 日 木原小学校 10 月 4 日 第三中学校 

10 月 19 日 中之町小学校 11 月 17 日 第四中学校 

10 月 26 日 西小学校 11 月 15 日 宮浦中学校 

10 月 5 日 田野浦小学校  1 月 26 日 本郷中学校 

10 月 27 日 須波小学校 11 月 27 日 久井中学校 

10 月 11 日 深小学校  1 月 17 日 大和中学校 

10 月 11 日 南小学校  

 9 月 29 日 沼田小学校 幼 稚 園 

10 月 18 日 沼北小学校 公 開 日 学 校 名 

10 月 5 日 沼田東小学校 10 月 24 日 中之町幼稚園 

10 月 4 日 沼田西小学校 10 月 4 日 沼田西幼稚園 

12 月 1 日 小泉小学校  

10 月 6 日 幸崎小学校 

10 月 5 日 鷺浦小学校 

10 月 5 日 本郷小学校 

10 月 17 日 本郷西小学校 

11 月 27 日 久井小学校 

10 月 11 日 大和小学校 
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（３）学校行事等への出席 

    入学式，卒業式に参列し教育委員会の告辞を述べるほか，運動会などの各種学校行事へ出

席するなど，各学校・園の実際の教育活動を参観するとともに，児童生徒の成長の様子を確

認し，今後の教育施策の充実・改善に活かしている。このほか，各種市並びに教育委員会主催

行事などへの参加や関係機関との連携など幅広く活動している。 

 

 学校行事への出席 主催行事への出席 その他 

４月 ・市内幼・小・中学校入学

（園）式 

・老人大学入学式 

・大人への入門式 

・幼・小・中学校（園）長会議 

・久井コミュニティセンター・

久井歴史民俗資料館オープ

ニングセレモニー 

 

５月 ・市内小学校運動会 ・小早川隆景展オープニングセ

レモニー 

 

６月    

７月  ・青少年健全育成大会 

・中学校吹奏楽フェスティバル 

 

８月    

９月 ・市内幼稚園運動会 

・市内中学校体育祭 

 ・総合教育会議 

 

10 月 ・市内中学校文化祭・学習

発表会 

・市民体育大会 

・雪舟サミット 

・三原教育「希望と未来」フォ

ーラム 

 

11 月 ・市内小学校学習発表会 

 

 ・瀬戸内三原築城 450 年事業ク

ロージングセレモニー 

・白竜湖ふれあいグリーンマラ

ソン大会 

・劇団四季こころの劇場鑑賞会 

12 月    

１月  ・新成人のつどい  

２月    

３月 ・市内幼・小・中学校卒業

（園）式 

・老人大学修了式 
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５．市民への情報提供の状況 

教育委員会では，教育にかかわる制度や手続きなどを情報提供するとともに，教育委員会の

各種行事の案内など，様々な情報を提供している。 

平成２９年度は，次のような情報提供を行った。 

（１）三原市広報による情報提供 

    教育委員会が主催する行事や必要な手続きなどに関する情報を，「広報みはら」を通じて情

報提供している。 

平成２９年度の教育委員会関係の掲載記事数 ２１４件 

 

【平成２９年度の教育委員会寄稿による月別の掲載記事数】           （単位：件） 

 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 

掲 載 

記事数 
24 15 19 16 18 15 17 25 12 15 20 18 

 

（２）ホームページによる情報提供 

    教育委員会の専用ホームページを開設し，新規事業や多彩な行事などに関する情報を提供

している。（各課により随時更新） 

 

（３）教育委員会だよりの刊行 

    毎年，年度末の３月に，教育委員会だよりを発行し，該当年度の教育委員会における主要

事業を抜粋して掲載するとともに，翌年度に予定している主な教育関連の行事の情報提供を

行っている。 

    新聞折込などにより配布し，より多くの市民に情報提供している。 

※ 平成２９年度の発行部数 40,000部（仕様：Ａ３版両面印刷２つ折り（Ａ４版４ページ）） 

 

 （４）「三原市の教育（教育要覧）」の作成 

    三原市教育振興基本計画に基づき，新年度の教育委員会全体の施策・事業や施設等に関す

る概要をまとめた「三原市の教育（教育要覧）」を作成している。 

    各学校や教育関係機関，市議会議員に配布するほか，他の自治体からの視察の説明資料と

して活用する等，教育委員会事業について広く情報提供している。 

平成２９年度の作成部数 200 部（仕様：Ａ４版５１ページ） 

 

 

Ⅳ 教育委員会事務局各課が実施した事務の管理及び執行状況の点検・評価 

 三原市教育振興基本計画で示す中期的な施策・事業の具体的内容及び数値目標等について，点検・

評価を行った。 

  点検・評価の対象となる事業は，同計画に掲げる事業及び平成２９年度の教育委員会事務局にお

ける重点事業とし，それぞれ便宜的に事業番号を付している。 



当該事業の総合評価

判定

区分

 

■年間業務スケジュール　＜凡例＞　◇：一般的な工程・行事など，　★：重要工程（＝マイルストン），→：一定（通年）期間　　※セルには凡例を入力し，コメント機能で内容を入力。図形・テキストボックス挿入は厳禁。

上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

【様式Ⅴ】　平成29年度　行政経営台帳　個別事業実施計画書（兼　事務事業評価シート）　【平成３０年４月１日（年度末）】

教-862事業名 教育創造プラン推進事業 事業期間 H27 年度～ H31 ・

事業区分1 2 ※１＝投資事業，２＝ソフト事業 事業区分2総合戦略掲載事業 左の詳細 事業番号：63 当初作成日

年度 5 ヶ年事業 特記 その他 左の詳細

H28.4.1

所属 教育委員会　学校教育課 予算事項 3715 教育創造プラン推進事業費 上位施策 ２－１－１　学校教育の充実 施策番号 16 最終更新日 H30.4.1 旧番号

事業の目的・必要性 ＜事業全体＞取組項目・数量等 進捗状況 執行中

○「知・徳・体」の基礎・基本を徹底する。

○信頼される学校づくりの実現に向け学校経営改革を推進す

る。

○学力向上，生徒指導体制の充実のため，研究推進体制を充

実させ，またその成果の普及を図ることで各学校の力量アッ

プを図る。

○障害をもつ全ての幼児児童生徒の自立や社会参加を図るた

め，一人一人の教育的ニーズを的確に把握し，適切な指導や

必要な支援を行う。

○学校教育における諸活動（クラブ活動，キャリア教育，勤

労体験活動，文化活動等）を通じて，青少年の健全育成を図

る。

○いじめや不登校等の問題行動の早期発見・早期解決に努め

るため，心の教室相談員等を配置し，指導相談活動を行う。

○学校図書館の環境を整え，児童生徒の読書意欲の向上及び

読書活動の活性化を図る。

○伝統と文化を尊重し，郷土を愛する意欲や態度を養う。

・標準学力調査の実施，各校での研究・研修会の充実
・小学校（陸上記録会,「山・海・島」体験活動の実
施）
・特別支援介助員，学習支援員，青少年指導相談員，
心の教室相談員，図書館司書等の配置
・中学校（劇団四季こころの劇場，クラブ活動参加交
通費の負担金補助，吹奏楽フェスティバル等の実施） 議

会
提
出
資
料

『本年度の事業概要及び活動指標』欄の表示 Ｂ：事業の進め方（手段）に改
善　　　が必要

予
算
審
議

・標準学力調査の実施及び実践指定校の指定
及び各校における研究会・研修会の実施や体
力・運動能力の調査結果の分析・改善を推進
する。

2

課
題
の
洗
い
出
し

・教職員の経験年数にばらつきがあ
ることから，一人一人の授業改善に
係る校内体制整備が必要。
・各学校の教育研究推進の活性化が
必要。
・研修及び行事の精選を行い，教職
員が子供に向き合う時間を増やす必
要がある。

事業の終期の考え方

決
算
審
査

影響指標（施策達成度を測る指

標）
- 今後の事業方向性

区分 事業指標の名称 指標の捉え方 指標の算定方法 年度 単位 H27

1

児童生徒の学力定着状況 小学校１年生から中学校３年
生までが取り組む標準学力調
査を活用し全国平均と比較す
る。

小学校・中学校の全教科全学
年の総計と全国平均の比較

目標

%

81 82 90

H28 H29 H30 H31 有効性改革⇒コストを維持し，
有効性を高めて成果を向上させ
る。90 90 2

実績 93.8 96.7 89.3

評価 A A B - -

2

児童生徒の体力運動能力状況 小学校１年生から中学校３年
生までが取り組む体力運動能
力調査を活用し，県平均と比
較する。

小学校・中学校男子，女子の
８種目の項目中，県平均を上
回った割合

目標

%

77 80

評価 C A A - -

実績 70.8 84.7 86.8

成
果
向
上
の
仮
説

・授業研究を充実させ，各学校等で研究推
進体制を確立すれば，教師の指導力は向
上し，授業及び児童の活性化につながる。

期間計 ～H26 H27 H28 H29 H36 H37～ 備考欄H32 H33 H34 H35

84 88 90

832,040 0 164,240 166,950 166,950 166,950

H30 H31

166,950 0 ・
0 0

0 0

通信欄　＜経営企画課⇒担当課＞通信欄　＜担当課⇒経営企画課＞

0

0 0 0 0 0

0

0 0

0 0

0 0 0 00 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0
0 08,192 0 3,040 5,152

0 0 0 0 0 0
0 00 0 0 0

0 0 0 00 0 0 0 0

期間計 ～H26 H27 H28 H29 H30
166,950 166,950823,848 0 161,200 161,798

H31 H32 H33 H34 H35 H36
0 0 0166,950 0 0 0

H37

148,496 0 0 0 0 0623,592 0 164,240 166,950 143,906 0 0 事業査定
H29要求分

- 左の
対応方

-
0 0 -

0 08,024 0 0 5,152 1,479
0 0 0 0 0 00 0 0 0

0 0 0 0 0 0
0 0 ・事業の目的・必要性から事業の

指標を決めていく必要がある。
・

0
0 0

1,393 0 0 0

0 0 0 0 0
0 0

0 0 0 0 0 0
0 0 0 0

期間計 ～H26 H27 H28 H29 H30 H31

147,103 0 0 0 0 0615,568 0 164,240 161,798 142,427

0 0
180,823 20,630 160,193 0 0 0

H32 H33 H34 H35 H36 H37

00 0 0 0 0 0

0 0

0 0 0 0 0 0

0
0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

00 0 0 0
0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0
0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0
0 0

業務・作業名
4月 5月 6月 7月 8月

0 0 0180,823 20,630 160,193 0 0

9月 10月 11月 12月 1月 2月

0 0 0

3月 評価責任者 今田　大助 業務・作業遂行上の留意事項
（関係機関，懸案事項・ボトルネック，

キーマン，当面の課題　など）評価記入者 中石　篤志

意見欄

○ 体力運動能力については，実績ポイントも上がり順調に伸びている。今後も継続した取り組みに努めてほしい。

○ 学力のポイントが７．４ポイント下がっているのは大きい数字である。その分析を行い，改善に努めてほしい。

○ 学力の定着には教員の指導力が大きな影響を与える。教員の指導力向上へ向けて，学校実態に合わせた取り組みが必要である。

○ 経験年数の少ない教員が増えている。経験ある教員が指導案づくりの段階から関わり，指導助言しながら，授業改善に向けて取り組む必要があるのではないか。

○ 近年，「主体的，対話的学び」ということが言われている。しかし教員が教えるべき点はきちんと教えなければ，深い学びにつながらないと思う。

○ 校内だけの授業研究等では，指導力向上に限界があるケースもある。外部指導者を招へいし，指導助言を受け，授業改善に取り組むことも必要である。
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当該事業の総合評価

判定

区分

■年間業務スケジュール　＜凡例＞　◇：一般的な工程・行事など，　★：重要工程（＝マイルストン），→：一定（通年）期間　　※セルには凡例を入力し，コメント機能で内容を入力。図形・テキストボックス挿入は厳禁。

上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

常 再 非 0.00

重 0 予 0 決 0 目 0取扱区分

業務量（人） 6.00 0.00

人件費換算

実務担当者 平野　由香里 0

36,000千円

管理職階 課長管理

3月 評価責任者 中沖　利治 業務・作業遂行上の留意事項
（関係機関，懸案事項・ボトルネック，

キーマン，当面の課題　など）評価記入者 中沖　利治

0 0

9月 10月 11月 12月 1月 2月

0 0 0
0 0 0

0 0

業務・作業名
4月 5月 6月 7月 8月

0 0 00 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0
0 0 0 0 0 0

0 0 0
0 0 0 0 0

00 0

0 0 0 0
0 0

H32 H33 H34 H35 H36 H37
00 0 0 0 0 0

期間計 ～H26 H27 H28 H29 H30 H31
0 0 0 0 0 00 0 0 0 0

0 0 0
0 0 0 0

0
0 0

0 0 0
0 0

0 0 0 0

0
0 0

0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 事業査定

H29要求分
0 左の

対応方針
0

0 0 0

H31 H32 H33 H34 H35 H36
0 0 00 0 0 0

H37期間計 ～H26 H27 H28 H29 H30
0 00 0 0 0

0 0 0
0 0 0 0 0 0

0 00 0 0 0
0 0 0

0 0 0 0 0

0

0 0

0 0

0 0
0 0

0 0

通信欄　＜経営企画課⇒担当課＞ 通信欄　＜担当課⇒経営企画課＞

0

H30 H31
0

期間計 ～H26 H27 H28 H29 H36 H37～ 備考欄H32 H33 H34 H35

成
果
向
上
の
仮
説

・ＪＡや農林行政が，生産者を育成し，農産
物の保存方法等を確立していく。
・ＪＡや農林行政に対し，学校給食用食材
生産の拡充を求めていく。

2

目標

評価

実績

60 2
実績 41 42 42.8

評価 B B C － －

区分 事業指標の名称 指標の捉え方 指標の算定方法 年度 単位 H27

1

学校給食における地場産農産物
の使用割合

学校給食における地場産農産物
（野菜・米・果実）の使用割合

三原市産野菜等の量÷納品する
産物の総量

目標

％

40 45 50

H28 H29 H30 H31 有効性改革⇒コストを維持し，有効
性を高めて成果を向上させる。55

市内小・中学校において，完全給食を実施しているが，
より安全で安心な給食の提供及び食育の推進が必要。

三原市内産の野菜等の使用を増やし，地域や生産者に関す
る学習機会を増やし,感謝の心を育み,食育を推進する。

議
会
提
出
資
料

『本年度の事業概要及び活動指標』欄の表示 Ｂ：事業の進め方（手段）に改善
が必要

予
算
審
議

地場産農産物の使用割合を上げ，地域や生産者
に関する学習機会を増やし感謝の心を育む。

2

課
題
の
洗
い
出
し

・市内産農産物の学校給食向け生産量
が限界に達しており，地場産農産物を
利用したくても供給が追いついてこな
い。
・北部共同調理場向け生産団体が解散
したため,同場における使用率が低下。事業の終期の考え方

決
算
審
査

学校給食に三原市内産農産物を継続的に使用し，H31年度
目標値の60％を目指す。

影響指標（施策達成度を測る指標） 0 今後の事業方向性

施策番号 16 最終更新日 H30.4.１ 旧番号

事業の目的・必要性 ＜事業全体＞取組項目・数量等 進捗状況 執行中

事業区分1 2 ※１＝投資事業，２＝ソフト事業 事業区分2 その他 左の詳細 － 当初作成日

年度 － ヶ年事業 特記 なし 左の詳細

H28.4.1

所属 教育委員会　学校給食課 予算事項 3763 施設維持管理費 上位施策 ２－１－１　学校教育の充実

【様式Ⅴ】　平成29年度　行政経営台帳　個別事業実施計画書（兼　事務事業評価シート）　【平成３０年４月１日（年度末）】

教-896事業名 給食食材地産地消推進事業 事業期間 H27 年度～ H31 －

意見欄

○ 共同調理場向け生産団体が解散するなど厳しい状況もあるようだが，生産団体，農協等との連携・情報交換を積極的に行い，地場産農産物の使用割合の向上に努めてほしい。

○ 今後，給食用野菜の生産農家が増えるよう，関連団体等を所管する部への情報提供も必要ではないか。
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当該事業の総合評価

判定

区分

■年間業務スケジュール　＜凡例＞　◇：一般的な工程・行事など，　★：重要工程（＝マイルストン），→：一定（通年）期間　　※セルには凡例を入力し，コメント機能で内容を入力。図形・テキストボックス挿入は厳禁。

上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

→ → → → → → → → → → → → → → ★ → → → → → ◇

→ → → → → → → → → → → → → → ◇ 常 再 非 0.00

→ → → → → → → → → → → → →

クラブハウス棟 業務量（人） 0.10 0.00

渡り廊下 人件費換算

校舎建設・改修 実務担当者 國次　繁樹 ・

600千円

3月 評価責任者 正尺　雅子 業務・作業遂行上の留意事項
（関係機関，懸案事項・ボトルネック，

キーマン，当面の課題　など）評価記入者 國次　繁樹

0 0

9月 10月 11月 12月 1月 2月

0 0 0
30,000 0 30,000 0 0 0 0

0 0

業務・作業名
4月 5月 6月 7月 8月

0 0 0843,765 9,559 834,206

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0
0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0

0279,600 76,100 203,500 0 0 0

252,613 0 252,613 0 0 0 0 0
1,405,978 85,659 1,320,319 0 0 0

H32 H33 H34 H35 H36 H37
00 0 0 0 0 0

期間計 ～H26 H27 H28 H29 H30 H31
0 0 0 0 0 0△ 107,247 △ 950,200 834,206 8,747 0

0 0 0
0 0 0 0

30,000 0 30,000 0 0
0 0

0 0 0
1,463,600 1,090,800 203,500 169,300 0 0

0 0 ・ ・

0
0 0

0 0 0 0 0 00 0 0 0
0 0 0 0 0 0304,026 0 252,613 51,413
0 0 0 0 0 01,690,379 140,600 1,320,319 229,460 0 0 事業査定

H29要求分
- 左の

対応方針
-

0 0 -

H31 H32 H33 H34 H35 H36
0 0 00 0 0 0

H37期間計 ～H26 H27 H28 H29 H30
5,100 0149,184 92,778 32,892 18,414

0 0 0 030,000 0 30,000 0 0

0
0 0 0 0 0 0

0 00 0 0 0
0 0 0 0320,728 0 215,060 83,668 22,000

1,658,500 133,500 1,087,000 345,000 93,000 0
0 00 0 0

0 0 0 0 0

0

0 0

0 0

0 国の補助採択の関係により，平成29年度当初予算で要求としてい
た，渡り廊下・南校舎棟外壁等工事及びグラウンド整備工事を平成
28年12月補正に組み替える。

0 0

0 0

通信欄　＜経営企画課⇒担当課＞ 通信欄　＜担当課⇒経営企画課＞

0

2,158,412 226,278 1,364,952 447,082 120,100 0
H30 H31

0
期間計 ～H26 H27 H28 H29 H36 H37～ 備考欄H32 H33 H34 H35

成
果
向
上
の
仮
説

2

目標

評価

実績

100

実績 99 100 100 -

評価 B - - - -

-

区分 事業指標の名称 指標の捉え方 指標の算定方法 年度 単位 H27

1

学校施設の耐震化率（小中学
校）

Iｓ値が基準より低い学校施設
の耐震補強工事や改築等を行
い，全対象施設の耐震性を確保
する。

耐震化率＝耐震性のある棟数÷
全棟数

目標

%

98 100 100

H28 H29 H30 H31

100

第三中学校は耐震2次診断の結果，北校舎がIｓ値0.28で
早急に耐震化が必要な施設である。また，建築年数が最
も古い校舎棟は，築45年を経過しており，耐震補強では
なく建替えにより学校の耐震化を図り教育環境の改善に
努める。

北校舎棟の改築と南校舎棟の大規模改修を行う。併せて渡
り廊下の整備及びグラウンドの整備を行う。体育館棟は既
存利用。
　北校舎棟2,988㎡　鉄筋コンクリート造4階建(H28解体)
　南校舎棟1,871㎡　鉄筋コンクリート造3階建
　新校舎棟3,834㎡　鉄筋コンクリート造3階建
　渡り廊下・グラウンド整備等（H28，H29）

議
会
提
出
資
料

『本年度の事業概要及び活動指標』欄の表示
Ａ：現状どおり実施

予
算
審
議

1

課
題
の
洗
い
出
し

◆改築校舎棟はH28年8月末に工事完了
し，新校舎で２学期から授業を開始し
た。また，既設校舎の大規模改修，旧
校舎の解体を完了し，全学校施設の耐
震化率100％となった。

◆H29年度は，渡り廊下・南校舎外壁等
工事，グラウンド整備工事を完了し
た。

上記のうち，＜予算要求年次＞の計画等
決
算
審
査

（H29年度工事）※補助金交付の関係からH28へ前倒し
○渡り廊下・南校舎棟外壁等工事
○グラウンド整備工事

影響指標（施策達成度を測る指標） - 今後の事業方向性

施策番号 16 最終更新日 H30.4.1 旧番号

事業の目的・必要性 ＜事業全体＞取組項目・数量等 進捗状況 執行中

事業区分1 1 ※１＝投資事業，２＝ソフト事業 事業区分2 ・ 左の詳細 ・ 当初作成日

年度 ヶ年事業 特記 なし 左の詳細

H28.4.1

所属 教育委員会　教育振興課 予算事項 10327 学校建設費（第三中） 上位施策 ２－１－２　教育環境の整備・充実

【様式Ⅴ】　平成29年度　行政経営台帳　個別事業実施計画書（兼　事務事業評価シート）　【平成３０年４月１日（年度末）】

教-887事業名 学校耐震補強整備事業 事業期間 H27 年度～ H29 ・

意見欄

○ 学校施設の耐震化率は１００％となったが，経年により修繕や交換が必要なものについては，各校の施設状況を十分把握し，今後も対応してほしい。
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当該事業の総合評価

判定

区分

■年間業務スケジュール　＜凡例＞　◇：一般的な工程・行事など，　★：重要工程（＝マイルストン），→：一定（通年）期間　　※セルには凡例を入力し，コメント機能で内容を入力。図形・テキストボックス挿入は厳禁。

上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ◇ → → → → → → → → → → → → → ★ ・ ・ ・沼田小プール改修 実務担当者 熊本　隆則ほか2名 ・

3月 評価責任者 藤岡　英明 業務・作業遂行上の留意事項
（関係機関，懸案事項・ボトルネック，

キーマン，当面の課題　など）評価記入者 熊本　隆則

0 0

9月 10月 11月 12月 1月 2月

0 0 0
その他 0 0 0 0 0 0 0

0 0

業務・作業名
4月 5月 6月 7月 8月

0 0 0一般財源 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0
0 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0

0地方債 0 0 0 0 0 0

国庫支出金 0 0 0 0 0 0 0 0
事業費 0 0 0 0 0 0

H32 H33 H34 H35 H36 H37

00 0 0 0 0 0

決算段階（決算資料）期間計 ～H26 H27 H28 H29 H30 H31

0 0 0 0 0 0一般財源 38,100 0 0 7,800 30,300
0 0 0
0 0 0 0

その他 4,500 0 0 4,500 0 0
0 0

0 0 0
地方債 0 0 0 0 0 0 0

0 0 ・ ・

0
0 0

0 0 0 0 0 0県支出金 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0国庫支出金 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0事業費 42,600 0 0 12,300 30,300 0 0 事業査定

H29要求分
- 左の

対応方
-

0 0 -

H31 H32 H33 H34 H35 H36
0 0 00 0 0 0

H37予算段階（予算審議）期間計 ～H26 H27 H28 H29 H30
35,228 0一般財源 43,802 0 0 8,574

0 0 0 0その他 4,500 0 0 4,500 0

0
0 0 0 0 0 0

0 00 0 0 0
0 0 0 0国庫支出金 0 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0 0 0
0 0県支出金 0 0 0

0 0 0 0 0

0

0 0

0 0

0 沼田小学校プール改修工事 7,800千円
市内小学校プールろ過機改修工事（西小・三原小・小泉小）
22,500千円

0 0

0 0

通信欄　＜経営企画課⇒担当課＞通信欄　＜担当課⇒経営企画課＞

0

事業費 48,302 0 0 13,074 35,228 0

H30 H31

0

計画段階（財政推計）期間計 ～H26 H27 H28 H29 H36 H37～ 備考欄H32 H33 H34 H35

成
果
向
上
の
仮
説

学校運営に支障のでない環境づくりを確保
するため，必要な予算確保に努めるととも
に，学校施設の修繕計画（長寿命化計画）
との連携を図りながら進める必要がある。

2

目標

評価

実績

4
実績

評価

区分 事業指標の名称 指標の捉え方 指標の算定方法 年度 単位 H27

1 － － －

目標

H28 H29 H30 H31
現状維持

　市内小中学校の老朽化した施設整備を計画的に実
施することにより，児童・生徒が安全で快適な学校
生活を過ごせるよう学習館環境の整備に努める。

平成29年度実績
・沼田小学校プール改修工事　7,560千円
・市内小学校プールろ過機改修工事　19,467千円
　　（西小・三原小・小泉小）
・西小屋外トイレ設置工事　6,858千円
・本郷幼稚園園舎屋根改修工事　8,938千円

議
会
提
出
資
料

『本年度の事業概要及び活動指標』欄の表示
Ａ：現状どおり実施

予
算
審
議

・沼田小学校プール改修工事
・市内小学校プールろ過機改修工事
　　（西小・三原小・小泉小）

1

課
題
の
洗
い
出
し

各学校施設の経過年数や改修及び工
事等の経過と，現在の状況を的確に
把握し，計画的に施設の修繕及び改
修工事を行う必要がある。
　日々発生する施設の不具合を精査
しながら，修繕・改修計画の策定に
努める必要がある。

上記のうち，＜予算要求年次＞の計画等
決
算
審
査

H29単年度事業

影響指標（施策達成度を測る指

標）
- 今後の事業方向性

施策番号 16 最終更新日 H30.4.1 旧番号

事業の目的・必要性 ＜事業全体＞取組項目・数量等 進捗状況 執行中

事業区分1 1 ※１＝投資事業，２＝ソフト事業 事業区分2・ 左の詳細 - 当初作成日

年度 - ヶ年事業 特記 なし 左の詳細

H28.4.1

所属 教育委員会　教育振興課 予算事項 3780 施設維持管理費 上位施策 ２－１－２　教育環境の整備・充実

【様式Ⅴ】　平成29年度　行政経営台帳　個別事業実施計画書（兼　事務事業評価シート）　【平成３０年４月１日（年度末）】

教-871事業名 学校施設維持修繕事業 事業期間 H29 年度～ H29 -

意見欄

○ 学校施設維持修繕については，学校等の要望も汲み取り，計画的な修繕・改修に取り組んでほしい。

○ プール改修などの大規模な修繕や改修については，施設の老朽化等の状況を確認の上，長期的な計画策定も検討しながら進める必要がある。

14



当該事業の総合評価

判定

区分

■年間業務スケジュール　＜凡例＞　◇：一般的な工程・行事など，　★：重要工程（＝マイルストン），→：一定（通年）期間　　※セルには凡例を入力し，コメント機能で内容を入力。図形・テキストボックス挿入は厳禁。

上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

→ → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → →

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 常 再 非 0.00

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ 業務量（人） 0.20 0.00

・ 人件費換算

適正配置事務 実務担当者 0 ・

1,200千円

3月 評価責任者 0 業務・作業遂行上の留意事項
（関係機関，懸案事項・ボトルネック，

キーマン，当面の課題　など）評価記入者 0

0 0

9月 10月 11月 12月 1月 2月

0 0 0
その他 0 0 0 0 0 0 0

0 0

業務・作業名
4月 5月 6月 7月 8月

0 0 0一般財源 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0
0 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0

0地方債 0 0 0 0 0 0

国庫支出金 0 0 0 0 0 0 0 0
事業費 0 0 0 0 0 0

H32 H33 H34 H35 H36 H37
00 0 0 0 0 0

決算段階（決算資料） 期間計 ～H26 H27 H28 H29 H30 H31
0 0 0 0 0 0一般財源 0 0 0 0 0

0 0 0
0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0 0
0 0

0 0 0
地方債 0 0 0 0 0 0 0

0 0 ・ ・

0
0 0

0 0 0 0 0 0県支出金 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0国庫支出金 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0事業費 0 0 0 0 0 0 0 事業査定

H29要求分
- 左の

対応方針
-

0 0 -

H31 H32 H33 H34 H35 H36
0 0 00 0 0 0

H37予算段階（予算審議） 期間計 ～H26 H27 H28 H29 H30
0 0一般財源 0 0 0 0

0 0 0 0その他 0 0 0 0 0

0
0 0 0 0 0 0

0 00 0 0 0
0 0 0 0国庫支出金 0 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0 0 0
0 0県支出金 0 0 0

0 0 0 0 0

0

0 0

0 0

0 ・
0 0

0 0

通信欄　＜経営企画課⇒担当課＞ 通信欄　＜担当課⇒経営企画課＞

0

事業費 0 0 0 0 0 0
H30 H31

0
計画段階（財政推計） 期間計 ～H26 H27 H28 H29 H36 H37～ 備考欄H32 H33 H34 H35

成
果
向
上
の
仮
説

・隣接校選択制度の利用により，隣接校へ
通学している児童の保護者意見など，現状
の把握を行う。

2

目標

評価

実績

100 4
実績 90.9 90.9 90.9

評価 B B B - -

区分 事業指標の名称 指標の捉え方 指標の算定方法 年度 単位 H27

1

複式学級解消率 複式学級を解消することで適正
な規模の学級または学校運営が
可能な環境にすることが成果と
なる

複式学級解消校数／複式学級を
有する学校数（11）

目標

％

90.9 90.9 100

H28 H29 H30 H31
現状維持

100

 小中学校における教育環境の充実と学校の活性化を図
るため，「三原市立小中学校適正配置基本方針」及び実
施計画に基づき，人間力の育成をより可能にするため複
式学級の解消を目的として，適正な規模の学校・学級編
制の実現に向けた適正配置を実施する。
 第1期学校適正配置計画における，木原小学校と糸崎小
学校の統合計画において，既存の糸崎小学校を改修し活
用する。

学校の統合に伴い，校舎等の改修を行う。

議
会
提
出
資
料

『本年度の事業概要及び活動指標』欄の表示 Ｂ：事業の進め方（手段）に改善
が必要

予
算
審
議

三原市立小中学校適正配置第１期実施計画に基
づき，適正配置を推進することにより，教育環
境の充実と学校の活性化を図る。

2

課
題
の
洗
い
出
し

・第１期学校適正配置計画で複式学級
の解消をめざした学校のうち,木原小学
校においては,現在も複式学級の解消に
至っていない。
・過去,当該地域の適正配置について
は,厳しい意見もあり,継続的な取組が
必要である。

上記のうち，＜予算要求年次＞の計画等
決
算
審
査

影響指標（施策達成度を測る指標） 1

施策番号 16 最終更新日 H30.4.1 旧番号

事業の目的・必要性 ＜事業全体＞取組項目・数量等 進捗状況 構想・計画中

事業区分1 1 ※１＝投資事業，２＝ソフト事業 事業区分2 新市建設計画 左の詳細 ・ 当初作成日

年度 5 ヶ年事業 特記 なし 左の詳細

H28.4.1

所属 教育委員会　教育振興課 予算事項 － － 上位施策 ２－１－２　教育環境の整備・充実

【様式Ⅴ】　平成29年度　行政経営台帳　個別事業実施計画書（兼　事務事業評価シート）　【平成３０年４月１日（年度末）】

教-886事業名 学校適正配置推進事業 事業期間 H27 年度～ H31 ・

意見欄

○ 全体的な教育環境の整備といった視点から，適正化を図ることが望ましい。その際，保護者や地域の意見を十分に聞きながら推進してほしい。
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当該事業の総合評価

判定

区分

■年間業務スケジュール　＜凡例＞　◇：一般的な工程・行事など，　★：重要工程（＝マイルストン），→：一定（通年）期間　　※セルには凡例を入力し，コメント機能で内容を入力。図形・テキストボックス挿入は厳禁。

上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

→ → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → →

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 常 再 非 0.00

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ★ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ 業務量（人） 0.10 0.00

・ 人件費換算

事務事業 実務担当者 藤木主事 ・

600千円

3月 評価責任者 生涯学習課長　磯谷　吉彦 業務・作業遂行上の留意事項
（関係機関，懸案事項・ボトルネック，

キーマン，当面の課題　など）評価記入者 企画振興係長　向井　美穂

0 0

9月 10月 11月 12月 1月 2月

0 0 0
0 0 0 0 0 0 0

0 0

業務・作業名
4月 5月 6月 7月 8月

0 0 0405 0 405

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0
0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0

00 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0
405 0 405 0 0 0

H32 H33 H34 H35 H36 H37
00 0 0 0 0 0

期間計 ～H26 H27 H28 H29 H30 H31
240 0 0 0 0 02,069 0 1,283 306 240

0 0 0
0 0 0 0

0 0 0 0 0 0
0 0

0 0 0
0 0 0 0 0 0 0

0 0 ・ ・

0
0 0

0 0 0 0 0 00 0 0 0 0
0 0 0 0 0 00 0 0 0 0

240 0 0 0 0 02,069 0 1,283 306 240 0 0 事業査定
H29要求分

- 左の
対応方針

-
0 0 -

H31 H32 H33 H34 H35 H36
0 0 0350 0 0 0

H37期間計 ～H26 H27 H28 H29 H30
350 3502,600 0 1,200 350

0 0 0 00 0 0 0 0

0
0 0 0 0 0 0

0 00 0 0 0
0 0 0 00 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0
0 00 0 0

0 0 0 0 0

0

0 0

0 0

0 ・
0 0

0 0

通信欄　＜経営企画課⇒担当課＞ 通信欄　＜担当課⇒経営企画課＞

0

2,600 0 1,200 350 350 350
H30 H31

350
期間計 ～H26 H27 H28 H29 H36 H37～ 備考欄H32 H33 H34 H35

成
果
向
上
の
仮
説

青少年健全育成に関係する各種団体と連
携を図ることにより，成果の向上，コスト縮
小が可能となる。

2

目標

評価

実績

50 2
実績 - - 45

評価 - - B - -

区分 事業指標の名称 指標の捉え方 指標の算定方法 年度 単位 H27

1

若者居場所づくり事業の参加者
数

参加者数（のべ人数） 参加者数（のべ人数） 目標

人

- - 0

H28 H29 H30 H31 有効性改革⇒コストを維持し，有効
性を高めて成果を向上させる。50

青少年健全育成の一環として，ひきこもりやニートの状
態にある若者を社会参加に結びつける。

原則として所属する場所を持たないひきこもりやニートの
若者(家族等)に対し，相談業務を行うほか，グループワー
ク(月2回)により居場所を作る。また就労体験や修学等へ
の誘導を行い，円滑な社会生活への移行を支援する。

議
会
提
出
資
料

『本年度の事業概要及び活動指標』欄の表示
Ａ：現状どおり実施

予
算
審
議

・関係団体と連携して青少年の居場所をつく
り，ひきこもりやニートの状態にある若者を社
会参画に結びつけるための支援を行う

1

課
題
の
洗
い
出
し

新規事業１年が経過し実績等をふま
え，事業の進め方等を検討し，事業を
継続することが必要である。

事業の終期の考え方
決
算
審
査

ひきこもりやニート状態にある若者が，就労・修学等社会
生活へ移行できるよう継続的な支援が必要。

影響指標（施策達成度を測る指標） - 今後の事業方向性

施策番号 16 最終更新日 H30.4.1 旧番号

事業の目的・必要性 ＜事業全体＞取組項目・数量等 進捗状況 執行中

事業区分1 2 ※１＝投資事業，２＝ソフト事業 事業区分2 その他 左の詳細 ・ 当初作成日

年度 - ヶ年事業 特記 なし 左の詳細

H28.4.1

所属 教育委員会　生涯学習課 予算事項 4283 青少年健全育成事業費 上位施策 ２－１－３　青少年の健全育成

【様式Ⅴ】　平成29年度　行政経営台帳　個別事業実施計画書（兼　事務事業評価シート）　【平成３０年４月１日（年度末）】

教-942事業名 青少年育成事業（若者居場所づくり事業） 事業期間 H29 年度～ ・ -

意見欄

○ 引きこもりやニートの状態にある若者や家族等が，この事業を一人でも多く利用できるよう，民生委員等への広報活動を行うとともに，関係団体とも十分に連携を図り，利用につなげていく

ことが重要である。
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当該事業の総合評価

判定

区分

■年間業務スケジュール　＜凡例＞　◇：一般的な工程・行事など，　★：重要工程（＝マイルストン），→：一定（通年）期間　　※セルには凡例を入力し，コメント機能で内容を入力。図形・テキストボックス挿入は厳禁。

上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

→ → ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ◇ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 常 再 非 0.00

・ ・ ・ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ・ ◇ ◇ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

実行委員会 業務量（人） 0.34 0.00

事前学習会 人件費換算

参加募集 実務担当者 沖　主査 海外研修時の通訳など中学校英語教諭の協力が
必要

2,040千円

3月 評価責任者 生涯学習課長　磯谷　吉彦 業務・作業遂行上の留意事項
（関係機関，懸案事項・ボトルネック，

キーマン，当面の課題　など）評価記入者 企画振興係長　向井　美穂

0 0

9月 10月 11月 12月 1月 2月

0 0 0
0 0 0 0 0 0 0

0 0

業務・作業名
4月 5月 6月 7月 8月

0 0 02,801 0 2,801

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0
0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0

00 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0
2,801 0 2,801 0 0 0

H32 H33 H34 H35 H36 H37
00 0 0 0 0 0

期間計 ～H26 H27 H28 H29 H30 H31
4,185 0 0 0 0 012,262 0 2,886 2,598 2,593

0 0 0
0 0 0 0

0 0 0 0 0 0
0 0

0 0 0
0 0 0 0 0 0 0

0 0 ・ ・

0
0 0

0 0 0 0 0 00 0 0 0 0
0 0 0 0 0 00 0 0 0 0

4,185 0 0 0 0 012,262 0 2,886 2,598 2,593 0 0 事業査定
H29要求分

- 左の
対応方針

-
0 0 -

H31 H32 H33 H34 H35 H36
0 0 02,600 0 0 0

H37期間計 ～H26 H27 H28 H29 H30
2,600 2,60013,284 0 2,886 2,598

0 0 0 00 0 0 0 0

0
0 0 0 0 0 0

0 00 0 0 0
0 0 0 00 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0
0 00 0 0

0 0 0 0 0

0

0 0

0 0

0 平成8年から交流をしたバレスティアヒル中学校は学校統合により平
成28年11月末に閉校し，平成29年1月からビーティ中学校に統合され
た。平成28年8月の訪問時に事業継続の要望書を渡し，回答待ちの状
況。（平成29年1月現在）

0 0

0 0

通信欄　＜経営企画課⇒担当課＞ 通信欄　＜担当課⇒経営企画課＞

0

13,284 0 2,886 2,598 2,600 2,600
H30 H31

2,600
期間計 ～H26 H27 H28 H29 H36 H37～ 備考欄H32 H33 H34 H35

0 18

成
果
向
上
の
仮
説

国際交流を行うことで，異国の文化を知り，
自国愛を育むことができる

2

少年少女訪日交流事業参加者数 シンガポールの中学生の参加者
数

参加者数 目標

人

14 14

評価 B B C - -

実績 14 13 0

4
実績 14 14 14

評価 B B B - -

区分 事業指標の名称 指標の捉え方 指標の算定方法 年度 単位 H27

1

少年少女海外派遣研修参加者数 参加者数 参加者数 目標

人

14 14 14

H28 H29 H30 H31
現状維持

18

市内在住の中学2年生を対象に，異なる文化・生活・習
慣などに直接触れることにより，国際理解を深め，国際
感覚を身に付けることを目的に実施。

シンガポールの中学校と連携し，市内中学2年生14名及び
引率者の相互交流を実施
・平成28年度末に，交流校であるバレスティアヒル中学校
が閉校した。
・平成29年度からは統合先であるベティ中学校と交流を継
続。平成29年度は，海外研修事業のみ実施。

議
会
提
出
資
料

『本年度の事業概要及び活動指標』欄の表示
Ａ：現状どおり実施

予
算
審
議

・シンガポールの中学校との海外派遣交流
（市内中学2年生14名参加）

1

課
題
の
洗
い
出
し

生徒間の交流から産業・経済界へのふ
くらみが必要

事業の終期の考え方
決
算
審
査

本事業は重点事業であり，継続する

影響指標（施策達成度を測る指標） - 今後の事業方向性

施策番号 16 最終更新日 H30.4.1 旧番号

事業の目的・必要性 ＜事業全体＞取組項目・数量等 進捗状況 執行中

事業区分1 2 ※１＝投資事業，２＝ソフト事業 事業区分2 総合戦略掲載事業 左の詳細 事業番号：69 当初作成日

年度 - ヶ年事業 特記 なし 左の詳細

H28.4.1

所属 教育委員会　生涯学習課 予算事項 4138 児童・生徒相互交流事業費 上位施策 ２－１－３　青少年の健全育成

【様式Ⅴ】　平成29年度　行政経営台帳　個別事業実施計画書（兼　事務事業評価シート）　【平成３０年４月１日（年度末）】

教-933事業名 少年少女海外研修・交流事業 事業期間 ・ 年度～ ・ -

意見欄

○ シンガポールの中学生が，市内中学校を訪問し交流することは，海外研修参加の生徒に留まらず，より多くの生徒が異文化に触れ，国際理解を深める機会となるため，継続的に

実施することが望ましい。
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当該事業の総合評価

判定

区分

■年間業務スケジュール　＜凡例＞　◇：一般的な工程・行事など，　★：重要工程（＝マイルストン），→：一定（通年）期間　　※セルには凡例を入力し，コメント機能で内容を入力。図形・テキストボックス挿入は厳禁。

上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

◇ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ◇ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ◇ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ◇ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ◇ ◇ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ◇ ・ 常 再 非 0.02

・ ・ → → → → → → → → → ・ ・ ・ ・ → → → → → → → → ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

運営委員会・ス
タッフ会議

業務量（人） 0.60 0.00

教室開設 人件費換算

コーディネータ会
議

実務担当者 引村主任 各小学校との連携が必要。教頭先生に受付等の事
務協力を得る

3,635千円

3月 評価責任者 生涯学習課長　磯谷　吉彦 業務・作業遂行上の留意事項
（関係機関，懸案事項・ボトルネック，

キーマン，当面の課題　など）評価記入者 企画振興係長　向井　美穂

0 0

9月 10月 11月 12月 1月 2月

0 0 0
その他 517 0 517 0 0 0 0

0 0

業務・作業名
4月 5月 6月 7月 8月

0 0 0一般財源 3,721 0 3,721

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0
0 0 0 0 0 0

県支出金 7,281 0 7,281 0 0 0 0
0 0 0 0 0

0地方債 0 0 0 0 0 0

国庫支出金 0 0 0 0 0 0 0 0
事業費 11,519 0 11,519 0 0 0

H32 H33 H34 H35 H36 H37
00 0 0 0 0 0

決算段階（決算資料） 期間計 ～H26 H27 H28 H29 H30 H31
3,427 0 0 0 0 0一般財源 14,631 0 3,880 3,716 3,608

0 0 0
0 0 0 0

その他 3,200 0 800 800 800 800
0 0

0 0 0
地方債 0 0 0 0 0 0 0

0 0 ・ ・

0
0 0

6,749 0 0 0 0 0県支出金 28,709 0 7,611 7,282 7,067
0 0 0 0 0 0国庫支出金 0 0 0 0 0

10,976 0 0 0 0 0事業費 46,540 0 12,291 11,798 11,475 0 0 事業査定
H29要求分

- 左の
対応方針

-
0 0 -

H31 H32 H33 H34 H35 H36
0 0 00 0 0 0

H37予算段階（予算審議） 期間計 ～H26 H27 H28 H29 H30
0 0一般財源 7,200 0 3,600 3,600

0 0 0 0その他 1,600 0 800 800 0

7,600
0 0 0 0 0 0

0 00 0 0 0
0 0 0 0国庫支出金 0 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0 0 0
0 0県支出金 15,200 0 7,600

0 0 0 0 0

0

0 0

0 0

0 ・非常勤職員の年齢制限撤廃により生涯学習市民協働事業は見送り
とした。（生涯学習市民協働団体による主体的な企画・管理・運営
業務が行われ，アクティブシニアの生涯活躍できるまちづくりがす
すむ。）

0 0

0 0

通信欄　＜経営企画課⇒担当課＞ 通信欄　＜担当課⇒経営企画課＞

0

事業費 24,000 0 12,000 12,000 0 0
H30 H31

0
計画段階（財政推計） 期間計 ～H26 H27 H28 H29 H36 H37～ 備考欄H32 H33 H34 H35

成
果
向
上
の
仮
説

放課後児童クラブとの一体化をすすめ，子
ども達が地域のスタッフの協力のもと，安
心・安全に放課後を過ごすことができる。

2

目標

評価

実績

20 3
実績 22 22 22

評価 B B B - -

区分 事業指標の名称 指標の捉え方 指標の算定方法 年度 単位 H27

1

放課後子ども教室開設数 事業実施箇所数 事業実施箇所数 目標

教室

22 22 20

H28 H29 H30 H31 協働化改革⇒実施主体の移管や役割
分担の見直しにより，コスト縮小と
成果向上を両立20

・安心で安全な子どもの活動拠点（居場所）を設け，地
域住民の参画を得て勉強やスポーツ・文化活動など地域
住民との交流に取り組むとともに，心豊かで健やかに育
まれる環境づくりを推進する。

・市内20小学校に対し，22教室で実施。地域住民による交
流や学習を通じた安全な放課後の確保。

議
会
提
出
資
料

『本年度の事業概要及び活動指標』欄の表示 Ｂ：事業の進め方（手段）に改善
が必要

予
算
審
議

・市内20小学校に対し，22教室で実施。地
域住民による交流や学習を通じた安全な放
課後の確保。

2

課
題
の
洗
い
出
し

教室の運営方法は安定しているが，今
後は児童クラブとの一体化を検討し，
すべての児童が放課後の時間を安心・
安全に過ごせることが必要。

事業の終期の考え方
決
算
審
査

すべての児童が放課後等を安心・安全に過ごし，多様な体
験活動を行えるように放課後児童クラブ及び放課後子ども
教室の一体型の実施について検討する。（放課後子ども総
合プランの実施）

影響指標（施策達成度を測る指標） - 今後の事業方向性

施策番号 16 最終更新日 H30.4.1 旧番号

事業の目的・必要性 ＜事業全体＞取組項目・数量等 進捗状況 執行中

事業区分1 2 ※１＝投資事業，２＝ソフト事業 事業区分2 長期総合計画 左の詳細 青少年の健全育成 当初作成日

年度 - ヶ年事業 特記 なし 左の詳細

H28.4.1

所属 教育委員会　生涯学習課 予算事項 4134 子ども居場所づくり事業費 上位施策 ２－１－３　青少年の健全育成

【様式Ⅴ】　平成29年度　行政経営台帳　個別事業実施計画書（兼　事務事業評価シート）　【平成３０年４月１日（年度末）】

教-932事業名 放課後子ども教室推進事業 事業期間 ・ 年度～ ・ -

意見欄

○ 放課後子ども教室は，週1回程度の開催であり，地域のボランティアで運営されている。ボランティアの高齢化も進む中，放課後児童クラブと放課後子ども教室の一体化を検討して

はどうか。

○ 学校統合後もそれぞれの地域で放課後子ども教室を実施している状況がある。子どもにとって，地元の方と触れ合うとことはとても大切であるが，同じ教室で学び，遊んでいたのに，

放課後はそれぞれの地域へ分かれて活動するのは，実際子どもたちはどう思っているのか気になる部分もある。
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当該事業の総合評価

判定

区分

■年間業務スケジュール　＜凡例＞　◇：一般的な工程・行事など，　★：重要工程（＝マイルストン），→：一定（通年）期間　　※セルには凡例を入力し，コメント機能で内容を入力。図形・テキストボックス挿入は厳禁。　

上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

→ → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → →

→ → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → 常 再 非 17.00

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 重 ・ 予 ★ 決 ★目★・ 取扱区分

企画展の実施 業務量（人） 2.97 0.00

・ 人件費換算

図書等の購入，貸
出

実務担当者 係員 ・

47,570千円

・ 管理職階 課長管理

3月 評価責任者 生涯学習課長　磯谷　吉彦 業務・作業遂行上の留意事項
（関係機関，懸案事項・ボトルネック，

キーマン，当面の課題　など）評価記入者 管理運営係長　山崎　雅樹

0 0

9月 10月 11月 12月 1月 2月

0 0 0
95 0 95 0 0 0 0

0 0

業務・作業名
4月 5月 6月 7月 8月

0 0 072,915 0 72,915

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0
0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0

00 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0
73,010 0 73,010 0 0 0

H32 H33 H34 H35 H36 H37
00 0 0 0 0 0

期間計 ～H26 H27 H28 H29 H30 H31
67,601 0 0 0 0 170,000784,246 0 74,666 66,268 65,711

0 0 0
0 0 0 0

278 0 55 70 80 73
0 0

0 0 0
0 0 0 0 0 0 0

0 0 ・ ・

0
170,000 170,000

0 0 0 0 0 00 0 0 0 0
0 0 0 0 0 00 0 0 0 0

67,674 0 0 0 0 170,000784,524 0 74,721 66,338 65,791 170,000 170,000 事業査定
H29要求分

- 左の
対応方針

-
0 0 -

H31 H32 H33 H34 H35 H36
170,000 170,000 170,000195,000 170,000 170,000 171,800

H37期間計 ～H26 H27 H28 H29 H30
66,662 2,9211,430,353 0 74,666 69,304

0 0 0 0205 0 55 70 80

0
0 0 0 0 0 0

0 00 0 0 0
0 0 0 00 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0
0 00 0 0

170,000 170,000 171,800 170,000 170,000

0

0 0

0 0

170,000 ・
0 0

0 0

通信欄　＜経営企画課⇒担当課＞ 通信欄　＜担当課⇒経営企画課＞

0

1,430,558 0 74,721 69,374 66,742 2,921 195,000
備考欄

成
果
向
上
の
仮
説

・利用者ニーズを掘り起こし，ニーズに応じ
た図書館資料選定，サービス，事業等を行
い，貸出者数，貸出冊数の増加を図る。
・平成30年6月指定管理者の指定を行う。
・現在の中央図書館のバリアフリー未対応
などの課題を解決するため，駅前東館跡
地に移転する（仮称）駅前中央図書館の整
備を進める。

2

目標

評価

実績

7 2
実績 6.0 5.7 5.7

評価 C C C - -

区分 事業指標の名称 指標の捉え方 指標の算定方法 年度 単位 H27

1

図書館図書の市民１人当たりの
年間貸出冊数

年度末集計 貸出冊数の年度累計を年度末人
口で割る

目標

冊

6.4 6.6 6.8

H28 H29 H30 H31 有効性改革⇒コストを維持し，有効
性を高めて成果を向上させる。7

・図書，記録その他必要な資料を収集，整理，保存し
て，市民の利用に供し，その教養，調査研究，レクリ
エーシヨン等に資することを目的とする。
・市民の多様なニーズに沿った図書館資料の収集，貸
出，資料紹介，相談を行い生涯学習を支援する。
・市民が利用しやすい図書館の環境整備，運営ととも
に，情報発信や調査研究に資する機能を充実する。
・利用者の学習ニーズや課題解決に応える図書館資料の
充実とともに，レファレンスサービスや図書館の機能強
化により，学びの場としての価値を高め，貸出者数，貸
出冊数の増加を図る。
・図書館資料の購入，貸出。
・企画展の実施。
・平成31年度から指定管理者制度を導入するため，指定
管理者公募の準備を進める。

・図書館資料の提供を的確に行うため，利用者からのリク
エストに積極的に応え，利用者が求める図書館資料を豊富
にバランスよく揃えること，また利用者の課題解決に役立
つ図書館資料を取り揃えるよう努めた。
・平成30年4月に指定管理者を公募するため，公募に係る
募集要項，業務仕様書，審査基準書等の作成を進めた。 議

会
提
出
資
料

『本年度の事業概要及び活動指標』欄の表示
Ａ：現状どおり実施

予
算
審
議

・中央図書館及び本郷・久井・大和図書館の管
理運営を行う。

1

課
題
の
洗
い
出
し

・市内4図書館の適正な管理運営を行う
ことができたが，図書館図書の市民１
人当たりの年間貸出冊数は目標を下
回った。読書離れが進行している。
・駅前東館跡地活用事業基本設計が平
成30年10月に完了するため，平成30年6
月に指定管理者を指定し，指定管理者
の指定を受けた事業者と設計提案業務
委託契約を締結，平成30年7月から業務
開始する必要がある。

事業の終期の考え方
決
算
審
査

影響指標（施策達成度を測る指標） (3) 今後の事業方向性

施策番号 16 最終更新日 H30.4.1 旧番号

事業の目的・必要性 ＜事業全体＞取組項目・数量等 進捗状況 執行中

事業区分1 2 ※１＝投資事業，２＝ソフト事業 事業区分2 長期総合計画 左の詳細 生涯学習の振興 当初作成日

年度 - ヶ年事業 特記 なし 左の詳細

H28.4.1

所属 教育委員会　生涯学習課 予算事項 4250 施設維持管理費 上位施策 ２－２－１　生涯学習の振興

【様式Ⅴ】　平成29年度　行政経営台帳　個別事業実施計画書（兼　事務事業評価シート）　【平成３０年４月１日（年度末）】

教-936事業名 図書館管理運営事業 事業期間 ・ 年度～ ・ -

意見欄

○ 図書館の駅前への移転に当たっては，現在，保有している蔵書や郷土資料等について，適切に整理・保存を行い，十分な活用を図ってほしい。
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4
当該事業の総合評価

判定

区分

■年間業務スケジュール　＜凡例＞　◇：一般的な工程・行事など，　★：重要工程（＝マイルストン），→：一定（通年）期間　　※セルには凡例を入力し，コメント機能で内容を入力。図形・テキストボックス挿入は厳禁。

上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

・ ◇ ・ ・ ◇ ・ ・ ◇ ・ ・ ◇ ・ ・ ◇ ・ ・ ◇ ・ ・ ◇ ・ ・ ◇ ・ ・ ◇ ・ ・ ◇ ・ ・ ◇ ・ ・ ◇ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ◇ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ◇ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ◇ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ◇ 常 再 非 0.00

・ ・ ・ ◇ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ◇ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ → → → → → → → → →

連絡調整会議 ・

3,000千円

運営協議会 業務量（人） 0.50 0.00

遮音対策工事 人件費換算

0 0
0 0 0

3月 評価責任者文化課長　内海　智量9月 10月 11月8月

実務担当者 文化振興係主事　市原　真仁

業務・作業名
4月 5月 6月 7月 業務・作業遂行上の留意事項

（関係機関，懸案事項・ボトルネック，
キーマン，当面の課題　など）評価記入者 文化振興係長　花本　秀之

0 0 0

12月 1月 2月

0 00 0 0
0 0 00 0 0 0 0

0 0
0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0
0 0

0 0 0

00 0 0 0 0
0

0 0
0 0 0 0 0

0 0

0 0 0 0 0 0
0 0

H32 H33 H34 H35

0 0

H36 H37
00 0 0 0 0 00 0 0 0

820,889 0 160,183 154,610 149,904 164,692 0 0 0 0 9,000
期間計 ～H26 H27

0
0 0 0 00

0 0 01,422 0 718 704 0 0
0

H28 H29 H30 H31

0 0

0

0 0 0 0 0 0 0
0 0 ・ ・

0
159,000 23,500

0 00 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 9,000 159,000 23,500

0 0

H31 H32 H33 H34 H35 H36
822,311 0 160,901 155,314 149,904 164,692 0 0

H30

0

9,000 10,000 75,00035,000 12,500 189,500 50,500

0
0 00

167,797 166,117890,156 0 0 174,742
期間計 ～H26 H27 H28 H29

0 0 0 0 0

0 0 00 0 0 0 0

0 00 0 0 0
0

0

通信欄　＜経営企画課⇒担当課＞ 通信欄　＜担当課⇒経営企画課＞

0

10,000
0

0

事業査定
H29要求分

- 左の
対応方針

-
0 0 -

890,156 0 0 174,742 167,797

0

0

0

12,500 189,500 50,500 9,000

0 00 0 0
0 0 0 0 0 0 0

0

H37

166,117 35,000 75,000 ・(H30)騒音対策工事を実施することで，演奏家からホールの音響に
関する高い評価を維持しする。(予算額 15,480千円)
・将来見込まれる修繕工事及び改修工事の内容，時期，概算費用を
明確化し，施設延命化のための修繕工事の円滑な実施を図る。(長期
修繕計画参考)

0 0

0 0

0 0 0

実績

成
果
向
上
の
仮
説

・機材等の更新に対応するため，長期修繕
計画を策定し，施設の健全な延命化を図
る.
・施設の防音対策及び消防との運用協議
を実施し，影響を最小限とする.

実績 81,427 92,838 92,588

2

目標

評価 B B B - -

評価

1

芸術文化センター利用延人数 地域に根ざした芸術文化の活動
拠点として，施設の利用者数を
成果とする。

指定管理者から報告される年間
実績により把握

目標

人

80,000 85,000 90,000

H28 H29 H30 H31 有効性改革⇒コストを維持し，有効
性を高めて成果を向上させる。95,000 100,000 2

影響指標（施策達成度を測る指標） (1) 今後の事業方向性

区分 事業指標の名称 指標の捉え方 指標の算定方法 年度 単位 H27

事業の目的・必要性 ＜事業全体＞取組項目・数量等 進捗状況 執行中

人をはぐくむ教育・文化のまちづくりのため，指定管理
者・民間活力の導入で，芸術文化の鑑賞・普及・参加・
交流・情報・創造事業をバランスよく行っていく。
拠点施設として，安心・安全な施設である必要がある。

・平成27年度から5年間㈱共立と指定管理の契約を締結し
ている。　149,000,000円/年
・遮音対策改修工事　　設計費　2,980千円
　(30年度)　　　　　　工事費 12,500千円
・中・長期事業(30～40年度)
　内容：建築,設備(衛生･空調･電気),舞台
　※修繕計画31年度以降を積算

議
会
提
出
資
料

『本年度の事業概要及び活動指標』欄の表示 Ｂ：事業の進め方（手段）に改善
が必要

予
算
審
議

芸術文化の発信拠点として，安心安全な施設と
して運営する。
指定管理料　149,000千円/年

2

課
題
の
洗
い
出
し

・建設後10年が経過し，舞台装置等の
対応年数が経過するため更新が必要.
・消防本部移転のため，緊急車両のサ
イレン音等の遮音対策が必要.

事業の終期の考え方
決
算
審
査

事業区分1 2 ※１＝投資事業，２＝ソフト事業 事業区分2 長期総合計画 左の詳細 ・ 当初作成日 H30.1.12

所属 教育委員会　文化課 予算事項 4220 施設維持管理費 上位施策 ２－２－２　文化・芸術の振興 施策番号 16 最終更新日 H30.4.1 旧番号

【様式Ⅴ】　平成29年度　行政経営台帳　個別事業実施計画書（兼　事務事業評価シート）　【平成３０年４月１日（年度末）】

教-969事業名 芸術文化センター管理運営事業 事業期間 H28 年度～ H37 年度 1・ ヶ年事業 特記 なし 左の詳細 ・

意見欄

○ 芸術文化センターは，開館から１２年が経過する。施設の営繕や経年による修繕等については，指定管理者と十分協議のうえ，今後も施設機能の維持・充実に努めていく

必要がある。

○ 利用団体や利用希望団体の意見等も参考にしながら，利用者の増加を図ってほしい。
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当該事業の総合評価

判定

区分

■年間業務スケジュール　＜凡例＞　◇：一般的な工程・行事など，　★：重要工程（＝マイルストン），→：一定（通年）期間　　※セルには凡例を入力し，コメント機能で内容を入力。図形・テキストボックス挿入は厳禁。

上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

・ ・ ◇ → → ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ◇ → → ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ◇ → → → ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ◇ → → ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ◇ → → → ・ ・ 常 再 非 1.70

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ◇ ◇ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・企画展（久井） 業務量（人） 0.20 0.00

・講座（三原） 人件費換算

・企画展（三原） 実務担当者文化財係主任主事　山﨑　愛一郎 ・調査の成果発表と，市民の関心の高いテーマを意
識し，企画展に反映していく。

4,175千円

3月 評価責任者文化課長　内海　智量 業務・作業遂行上の留意事項
（関係機関，懸案事項・ボトルネック，

キーマン，当面の課題　など）評価記入者文化財係長　池田　康弘

0 0

9月 10月 11月 12月 1月 2月

0 0 0
0 0 0 0 0 0

0 0

業務・作業名
4月 5月 6月 7月 8月

0 0 00 0

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0
0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0

00 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0

H32 H33 H34 H35 H36 H37
00 0 0 0 0 0

～H26 H27 H28 H29 H30 H31
9,865 0 0 0 0 8,9730 0 9,125 9,826

0 0 0
0 0 0 0

0 0 1 0 5
0 0

0 0 0
0 0 0 0 0 0

0 0 ・ ・

0
8,973 8,973

0 0 0 0 0 00 0 0 1,500
0 0 0 0 0 00 0 0 0

9,870 0 0 0 0 8,9730 0 9,126 11,326 8,973 8,973 事業査定
H29要求分

- 左の
対応方針

-
0 0 -

H31 H32 H33 H34 H35 H36
8,973 8,973 8,9738,973 8,973 8,973 8,973

H37～H26 H27 H28 H29 H30
15,118 10,0110 0 0

5 0 0 00 0 0 0

0
0 0 0 0 0 0

0 00 0 0 0
0 0 0 00 0 0 0

0 0 0 1,500 0
0 00 0

8,973 8,973 8,973 8,973 8,973

0

0 0

0 0

8,973 ・
0 0

0 0

通信欄　＜経営企画課⇒担当課＞ 通信欄　＜担当課⇒経営企画課＞

0

0 0 0 16,618 10,016 8,973

2,000 2,000 2,000

成
果
向
上
の
仮
説

・歴史講座や館内展示物の解説会などを
開催するなど，来館者数の増加を図る。

2

入場者数（久井） 歴史学習の環境確保に取り組
み，入場者数を成果とする。

開館業務報告から把握する。 目標

人

0 0

評価 - - - - -

実績 245 192 1,225

10,000 2
実績 14,274 7,242 6,018

評価 - - C - -

区分 事業指標の名称 指標の捉え方 指標の算定方法 年度 単位 H27

1

入場者数（三原） 歴史学習の環境確保に取り組
み，入場者数を成果とする。

開館業務報告から把握する。 目標

人

0 0 10,000

H28 H29 H30 H31 有効性改革⇒コストを維持し，有効
性を高めて成果を向上させる。10,000

住民がいつでも気軽に三原の歴史や文化について学習で
きる場を確保するための環境の維持や充実が必要.

市民や市外の方に三原の歴史や文化についての学習の場と
なる施設の整備・充実を維持し，歴史学習の環境確保に努
めている。
企画展　（三原）６回，（久井）２回
講座　　（三原）２回，（久井）１回

議
会
提
出
資
料

『本年度の事業概要及び活動指標』欄の表示 Ｂ：事業の進め方（手段）に改善
が必要

予
算
審
議

・歴史民俗資料館の分りやすい展示及び解説を
行い，収蔵資料の保存・調査・発信を行う。

2

課
題
の
洗
い
出
し

・みはら歴史館の開館により，来館者
の分散が見られる。

事業の終期の考え方
決
算
審
査

継続運営

影響指標（施策達成度を測る指標） 2 今後の事業方向性

施策番号 16 最終更新日 H30.4.1 旧番号

事業の目的・必要性 ＜事業全体＞取組項目・数量等 進捗状況 執行中

事業区分1 2 ※１＝投資事業，２＝ソフト事業 事業区分2 ・ 左の詳細 - 当初作成日

年度 - ヶ年事業 特記 なし 左の詳細

H28.4.1

所属 教育委員会　文化課 予算事項 4270 施設維持管理費 上位施策 ２－２－３　歴史・文化財を活かしたまちづくり

【様式Ⅴ】　平成29年度　行政経営台帳　個別事業実施計画書（兼　事務事業評価シート）　【平成３０年４月１日（年度末）】

教-970事業名 歴史民俗資料館維持管理運営事業 事業期間 ・ 年度～ ・ -

意見欄

○ 三原市歴史民俗資料館は，展示と保存のスペースが一緒になっている。継続的に運営するのであれば，倉庫等の保存スペースの確保が必要である。

○ 歴史に興味を持たれる市民も多く，貴重な資料もあるので，系統的な展示や分かりやすい展示となるよう，今後，研究が必要である。

○ 講座等の企画が，市民ニーズに応える内容となるよう，研究していく必要である。

21



当該事業の総合評価

判定

区分

■年間業務スケジュール　＜凡例＞　◇：一般的な工程・行事など，　★：重要工程（＝マイルストン），→：一定（通年）期間　　※セルには凡例を入力し，コメント機能で内容を入力。図形・テキストボックス挿入は厳禁。

上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

→ → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → → →

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 常 再 非 0.00

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ 業務量（人） 0.13 0.00

・ 人件費換算

事務処理 実務担当者 中本　陽子 ・

780千円

3月 評価責任者 ｽﾎﾟｰﾂ振興課長　大畦益司 業務・作業遂行上の留意事項
（関係機関，懸案事項・ボトルネック，

キーマン，当面の課題　など）評価記入者 ｽﾎﾟｰﾂ振興係長　盛田　美伸

0 0

9月 10月 11月 12月 1月 2月

0 0 0
その他 0 0 0 0 0 0 0

0 0

業務・作業名
4月 5月 6月 7月 8月

0 0 0一般財源 700 0 700

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0
0 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0

0地方債 0 0 0 0 0 0

国庫支出金 0 0 0 0 0 0 0 0
事業費 700 0 700 0 0 0

H32 H33 H34 H35 H36 H37
00 0 0 0 0 0

決算段階（決算資料） 期間計 ～H26 H27 H28 H29 H30 H31
700 0 0 0 0 0一般財源 3,700 0 1,000 1,000 1,000

0 0 0
0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0 0
0 0

0 0 0
地方債 0 0 0 0 0 0 0

0 0 ・ ・

0
0 0

0 0 0 0 0 0県支出金 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0国庫支出金 0 0 0 0 0

700 0 0 0 0 0事業費 3,700 0 1,000 1,000 1,000 0 0 事業査定
H29要求分

- 左の
対応方針

-
0 0 -

H31 H32 H33 H34 H35 H36
0 0 00 0 0 0

H37予算段階（予算審議） 期間計 ～H26 H27 H28 H29 H30
0 1,000一般財源 1,000 0 0 0

0 0 0 0その他 0 0 0 0 0

0
0 0 0 0 0 0

0 00 0 0 0
0 0 0 0国庫支出金 0 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0 0 0
0 0県支出金 0 0 0

0 0 0 0 0

0

0 0

0 0

0 ・
0 0

0 0

通信欄　＜経営企画課⇒担当課＞ 通信欄　＜担当課⇒経営企画課＞

0

事業費 1,000 0 0 0 0 1,000
H30 H31

0
計画段階（財政推計） 期間計 ～H26 H27 H28 H29 H36 H37～ 備考欄H32 H33 H34 H35

成
果
向
上
の
仮
説

大規模大会の開催により，市民がスポーツ
に関心を持ちスポーツを通じて心身ともに
健康で文化的な生活を営む。

2

目標

人

評価

実績

8 2
実績 7 8 5

評価 A A C - -

区分 事業指標の名称 指標の捉え方 指標の算定方法 年度 単位 H27

1

・大規模スポーツ大会及びプロ
スポーツ興行の年間開催数

目標

大会

7 7 8

H28 H29 H30 H31 有効性改革⇒コストを維持し，有効
性を高めて成果を向上させる。8

市民の間に広くスポーツに関する理解と関心を深め，積
極的にスポーツをする意欲の高揚を図る。大規模スポー
ツ大会の開催により，「する」「みる」「ささえる」ス
ポーツに市民が関わる機会を創出することを目的とす
る。

大規模スポーツ大会を開催する団体に対し，大会規模に合
わせて補助金を交付する。
　　平成29年度実績　300千円　1大会

議
会
提
出
資
料

『本年度の事業概要及び活動指標』欄の表示 Ｂ：事業の進め方（手段）に改善
が必要

予
算
審
議

本市のスポーツ振興を図るとともに，その波及
効果として，本市のＰＲ効果や経済効果が見込
める大規模スポーツ大会の開催を支援する。

2

課
題
の
洗
い
出
し

・少子化や役員の高齢化により，継続
が困難な大会がある。
・競技によっては施設活用に工夫が必
要である。
・大会の積極的な誘致。

事業の終期の考え方
決
算
審
査

市民のスポーツ振興と，三原市の宿泊・飲食業等の活性化
のため継続。

影響指標（施策達成度を測る指標） (1)(2) 今後の事業方向性

施策番号 16 最終更新日 H30.4.1 旧番号

事業の目的・必要性 ＜事業全体＞取組項目・数量等 進捗状況 執行中

事業区分1 2 ※１＝投資事業，２＝ソフト事業 事業区分2 総合戦略掲載事業 左の詳細 事業番号：46 当初作成日

年度 - ヶ年事業 特記 なし 左の詳細

H28.4.1

所属 教育委員会　スポーツ振興課 予算事項 4450 スポーツ活動推進事業費 上位施策 ２－２－４　スポーツの推進

【様式Ⅴ】　平成29年度　行政経営台帳　個別事業実施計画書（兼　事務事業評価シート）　【平３０年４月１日（年度末）】

教-913事業名 大規模スポーツ大会開催費補助事業 事業期間 ・ 年度～ ・ -

意見欄

○ 市内で大規模スポーツ大会等の開催を行うには，宿泊施設などの受入環境に影響されていることは否めない。

○ 事業指標の目標値である大規模スポーツ大会等の年間開催数 「８」 を達成することは，団体の高齢化などからも難しいのではないか。
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